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電気通信紛争処理委員会（第１４０回）議事録 
 

 

１ 日時 

平成２６年３月２７日(木) 午後３時３０分から午後５時００分 

 

２ 場所 

第４特別会議室（総務省８階） 

 

３ 出席者（敬称略） 

（1）委員 

中山 隆夫（委員長）、荒川 薫（委員長代理）平沢 郁子、山本 和彦（以上４名） 

（2）特別委員 

加藤 寧、小塚 荘一郎、近藤 夏、白井 宏、森 由美子、若林 亜理砂（以上６名） 

（3） 一般社団法人一般社団法人テレコムサービス協会 

島上 純一 ＭＶＮＯ委員会副委員長 

（4）事務局 

武田 博之 事務局長、川村 一郎 参事官、佐々木 洋 紛争処理調査官、 

北村 隆雄 上席調査専門官、大谷 雅昭 上席調査専門官 

 

４ 議題及び議事概要 

（1） 電気通信・放送業における費用効率性・通話需要に関する計測結果について【公開】 

電気通信・放送業における費用効率性・通話需要に関する計測結果について、森特

別委員より説明を受け、質疑応答及び意見交換を行った。 

（2）「電気通信紛争処理マニュアル」の改訂について【公開】 

電気通信紛争処理マニュアルの改訂について、事務局より説明を受け、審議を行い、

案のとおり改訂することとした。 

（3）平成 25 年度年次報告（案）の審議【公開】 

平成 25 年度年次報告（案）について、事務局より説明を受け、審議を行った。 

（4）ＭＶＮＯの現況と課題について【公開】 

ＭＶＮＯの現況と課題について、一般社団法人テレコムサービス協会から説明を受

け、質疑応答及び意見交換を行った。 
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５ 議事内容 

＜開会【公開】＞ 

【中山委員長】  それでは、おそろいのようでございますので、ただいまから、電気通

信紛争処理委員会の第１４０回会議を開催いたします。 

 本日は委員４名が出席しておりますので、定足数を満たしております。また、６名の特

別委員にも出席いただいております。 

 本日の会議は公開で開催いたします。 

 

＜議題（１）電気通信・放送業における費用効率性・通話需要に関する計

測結果について【公開】＞ 

【中山委員長】  それでは、まず議題１の「電気通信・放送業における費用効率性・通

話需要に関する計測結果について」に入らせていただきますが、本件につきましては、森

特別委員から御講義いただくといいますか、説明をいただくことになっております。よろ

しくお願い申し上げます。 

【森特別委員】  関東学園大学の森由美子でございます。本日はこのような機会をいた

だきまして、まことにありがとうございます。 

 それでは、「電気通信・放送業における費用効率性・通話需要に関する計測結果について」

と題しましてお話しさせていただきます。 

 私、これまで電気通信を中心に研究させていただいております。その中で、これまでの

研究の中で、主に３本の研究についてお話しさせていただきたいと考えております。１つ

目は、「電気通信業における費用効率性の計測－民営化以前と以後の比較－」でございます。

これは２００１年に発表させていただいております。２つ目の推計は、「電気通信産業にお

ける通話需要関数の推計」ということで、これは２００５年ぐらいかと思いますが発表さ

せていただいております。３本目の推計なんですが、「ケーブルテレビ市場の加入需要要因

の分析」ということで、放送産業の中のケーブルテレビ市場の加入需要に関する分析につ

いて紹介させていただきたいと思います。その後、現在取り組んでいる研究について少し

またお話しさせていただきます。これはアメリカの放送産業に関しての４本の分析に関す

るサーベイを行っておりまして、その内容について簡単にお話しさせていただきたいと思

っております。 

 まず、これまでの研究の中から、１本目の電気通信業の費用効率性の計測なんですけれ

ども、これは費用効率性の計測を行うことによる結合生産の効率性の判定というふうに言
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い換えることができるかと思います。これは２００１年に発表しているんですけれども、

具体的には１９９６年までのデータをもとにして分析させていただいておりまして、９９

年に持ち株会社の下に分割される以前の状況になっております。その当時、日本の電気通

信業においてフラッグキャリアとして存在していたＮＴＴの費用効率性について、費用関

数、具体的には２次近似のトランスログ型費用関数といったものを使わせていただいてい

るんですけれども、そちらをＳＵＲというゼルナーの見かけ上無相関な式の推定法といっ

た分析方法によりまして推計することにより、規模の経済性と範囲の経済性、これは費用

の補完性といった計測式を代用いたしまして計測を行った結果となっております。 

 この分析において、特に注目してモデルを幾つか分けたというのは、民営化以前と以後

とにおいてどのような違いが生じたかといったことを注目いたしまして、民営化以前、８

５年にＮＴＴは民営化されているんですけれども、１９５８年から８６年までのデータを

使った分析と、１９５８年から９６年までの３９年間を使った分析の２つに分けさせてい

ただいて、後からまた詳しく御説明させていただきますが、モデルを３つ作りまして、生

産物の分け方を変えたもの、３通りのものを用意いたしまして、その間に複数財の効率性

が働いているのかといったことを分析いたしました。 

 この分析の中でキーになっております規模の経済性という概念なんですけれども、これ

はスケールメリットという言葉でよく皆さんも御存じかと思いますけれども、厳密に定義

いたしますと、生産量を増やすにつれて平均費用、１単位の生産、例えば自動車１００台

生産したときに１台の自動車に対してかかった平均の費用というのを、生産の総費用を生

産量で割ることで単純に出すことができるんですけれども、これを平均費用というふうに

経済学では定義されているんですが、その平均費用が低下するといったような状況が見込

まれる状態というのが実は規模の経済性ということで定義されております。このような状

況というのは大体どんな産業でもある程度働くものなんですけれども、公益産業、電気通

信、電力、水道、ガスといったような事業体、それから鉄道といったような事業体は大規

模な資本設備を必要とすることから、この規模の経済性が非常に強く働くという特徴を持

っております。 

 ＮＴＴの分割などに関しても、この規模の経済性が働くことから、分割をしないほうが

いいのではないのかといったような議論もなされるようなことがよくございまして、この

経済性が本当に働いているのだろうかといったようなことを計測したということになりま

す。具体的に複数財ということで、電話も市内電話、市外電話、あるいは電話以外の電報
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などのサービスといったようなものもＮＴＴは展開しておりますので、その複数財におい

て規模の経済性が働いているのかといったようなことを見るような形になっております。 

 もう一つ、重要な概念であります範囲の経済性といった概念ですけれども、こちらは厳

密には、１つの企業で複数の生産物を同時に生産したほうが、別々の、例えば２企業に分

かれて１つずつ別々に生産して、その合計の費用を足したものと比べたときに、１つの企

業で複数の財を一度に生産した総費用のほうが小さくなるといったような概念となってお

ります。これをダイレクトに推計式にのせることは非常に難しくて、といいますのも、複

数財生産した場合と単財だけ生産した場合というのを分けるために生産量をゼロに置かな

ければならないといったようなことから、対数をとりますと、ゼロと置いてしまうと数字

が出てこないということになりまして、なかなか計算できないということがございますの

で、大体、実証分析のときには費用の補完性という概念を使いまして、範囲の経済性の十

分条件に当たるんですけれども、計測しております。「費用の」と、「の」がつくのが正式

な名称なんですけれども、この費用の補完性というのは総費用に対して複数財、それぞれ

生産物１、生産物２の生産量をあらわす変数の交差偏微分の形をとっておりまして、この

交差偏微分がマイナスであれば、一方の生産だけではなく、２財目の生産量を増やしたと

きに全体の総費用が減るといったような傾向に持っていかれるといったような、厳密には

限界費用ですね、１財目の限界費用も減るといったような影響があるという関係式になっ

ております。この式を代用いたしまして、この範囲の経済性の状況を計測するということ

になっております。 

 具体的に生産物を分けるために当時ＮＴＴが提供していたサービスというのは、大きく

分けまして、市内電話サービス、市外電話サービスの一般の電話サービス、それから専用

線サービス、電報とテレックスサービス、そして公衆電話とかデータ通信などが含まれま

すその他のサービスといったものに分けることができるかと思います。 

 これらのサービスを提供していたんですけれども、これをもとにしまして生産物を次の

ように分けさせていただきました。まず、モデルⅠでは、市外電話サービスだけを独立さ

せまして、残りの市内電話サービスを含む４つのサービスを合計した形で生産量を出すと

いう形で、市外電話サービスとそれ以外のサービスの間に範囲の経済性が働いているかと

いったようなこと。モデルⅡに関しましては、市内電話サービスだけを独立させまして、

市外電話サービスとその残りのサービスを合計いたしました形に２つに分けたもの。モデ

ルⅢというのは、市内電話と市外電話を合わせた電話サービスというのを独立させまして、
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残りの電話以外のサービスを合計して２つに分けたといった形で、いずれも範囲の経済性

というのが分割のときに、今現在は市内電話、市外電話というのが分割されて、東日本、

西日本という別会社になり、ＮＴＴコミュニケーションズというのが主に市外電話サービ

スを行っていると。今はもう相互乗り入れになっていますけれども、そういったことに関

して実際に効率性が高いものなのか、実際は一緒にやったほうがいいのではないのかとい

ったようことがやはり論点になっておりましたので、そういったことを意識していろいろ

なパターンで生産物を分けたモデルを用意して分析してみたといったような形になります。 

 それで、計測結果なんですけれども、まず規模の経済性につきましては、モデルⅠ、Ⅱ、

Ⅲ、この３つのモデル、どのモデルにおきましても９６年までのデータを全て、３９年間

のデータをプールしまして計測した結果も、８６年まで、民営化が８５年なんですけれど

も、民営化して直後までのデータで計測した場合でも、ほぼ毎年認められたという結果に

なりました。それに対しまして、範囲の経済性につきましては、モデルⅠ、Ⅱにつきまし

て、８６年までのデータの推計では認められなかったという状態になりまして、９６年ま

でのデータで推計した結果では認められるということで、モデルⅢについて、ちょっと書

いていないんですが、実はモデルⅢに関しましては、８６年まででも、９６年までのデー

タでも、どちらでも範囲の経済性が認められるといったような結果になりました。 

 その結果、モデルⅢは電話サービスでまとめたものですので、モデルⅠ、モデルⅡは市

内と市外を、いずれも分け方は違うんですけれども分けたものといった形で推計させてい

ただいているんですけれども、これに関しては特になんですけれども、民営化以前よりも

以後のほうが費用効率性が上昇したといった結果を認められるような状態になっておりま

す。また、モデルⅢの電話サービスとそれ以外のサービスに関しましても、やはり民営化

以後のデータを加えたケースのほうが効率性が非常に高かったといったような分析結果を

得ることできました。なので、民営化をしたことで非常に企業内部で、ＮＴＴの内部で効

率性が上がったといったようなことが認められるということで、民営化は効果的であった

といったような結論を出させていただきました。 

 こういった結果なんですけれども、これが１つ目の費用側面の効率性の推計結果という

ことでございます。 

 ２つ目に関しましては、通話需要関数の推計ということで、これは言い換えますと、通

話の外部性といったもの計測したいために行った計測でございます。具体的には、１つ目

の費用の効率性に関しましてはＮＴＴ単体の計測だったんですけれども、この２つ目の計
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測は、県間通話市場といいまして、県間通話のＮＴＴ、ＫＤＤＩなど全て電話産業を合わ

せました市場の計測。でも、県間通話のみのデータしか公には公表されておりませんので、

そのデータを利用させていただいた計測になっております。これは１９９９年の単年度の

計測になっております。固定電話だけではなく携帯電話市場においても県別データを利用

しまして、県間通話における通話需要関数を推計するという形になっております。具体的

に関数形としまして、左辺の被説明変数というのは県間通話の利用時間というのをとりま

して、右辺に置きました説明変数というのは平均所得、県内の平均所得ですね、県単位の

平均所得、それから発信県の加入者数、着信県の加入者数、固定電話の場合には発信県の

携帯電話の加入者数といったものをとりまして、これは単純な１次の対数関数で計測して

おります。 

 通話の外部性という概念がこの推計ではネックになっておりまして、ネットワーク外部

性というふうに一般的にはよく呼ばれておりまして、電話では通話の外部性といったよう

な呼び方になるんですけれども、これは加入者数が増えれば増えるほど加入者の利便性が

増して通話需要が増大するといったような状況が見られる、これがネットワーク外部性、

通話の外部性が働いているというような状況でございます。ですので、右辺の発信県の加

入者数に関するパラメータがプラスの値をとる、あるいは着信県の加入者数の値がプラス

の値をとる、大きな値をとればとるほど県間通話の利用時間というのが伸びているという

傾向にあると、伸ばす効果があるといったことを示していますので、ネットワーク外部性

が大きく働くというふうに判断できるものとなっております。 

 結果につきましては、固定電話市場においてはまたこれを、全国単位ではかった全国市

場のものと、東日本と西日本に分けた場合で、３通りで計測させていただいております。

その結果、東日本と西日本に分けた場合のほうが東日本内、西日本内で非常に強いネット

ワーク外部性といったものが認められたといった結果になっておりまして、人々の交流と

いいますか、経済的な交流といったものも関係があるのかもしれませんけれども、東日本、

西日本というふうに県内で非常に強い結びつきがあるといったようなこともあるのかもし

れませんが、ネットワーク外部性が大きく働くという結果になっております。それ以外の

所得弾力性に関しましては、いずれもプラスの値をとっておりまして、やはり固定電話に

関しては所得が増えれば通話需要が増えるといったような形になっております。 

 おもしろい点が、発信県の携帯加入者数というのを右辺の説明変数に入れているんです

けれども、このパラメータはマイナスになっておりまして、携帯電話の加入者数が多い県
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では固定電話の需要があまりないという形で、固定電話の通話需要にはマイナスに働いて

いるという結果が鮮明に出ておりました。 

 それに対しまして、今度、携帯電話市場に関しましては、これは全国だけで計測させて

いただいているんですけれども、全国単位でも固定電話に比べますとネットワークの外部

性が非常に強く働いたといった結果になっております。所得弾力性に関しましては、携帯

電話に関しましてはあまり強く働かないという形で、所得が高くても通話需要の伸びにつ

ながらないといったような結果になっております。固定電話の加入者数との関係に関しま

しては、固定電話の加入者数が多い県では携帯電話の加入が少ないのか、結果的に携帯電

話での通話需要にはあまり結びつかないといったような効果が出たというような結果にな

っております。 

 このようなことから、携帯電話の市場は全国でかなりネットワーク外部性が強く働くと

いうことで、もし分割するといったような場合でも分割する必要性はないのではないのか

といったようなこと。固定電話に関しては、もし分割するならば東日本と西日本に分ける

ということは、もしかしたら意味があるのかもしれないといったようなことが考察結果と

して考えられるということになります。これが２つ目の分析となります。 

 ３つ目に関しましては、今度はケーブルテレビ市場の加入需要ということで、先ほどの

２つ目は通話需要といったものだったんですけれども、今度は加入需要で、非常にちょっ

と紛らわしい概念といった形になりますが、左辺の被説明変数が加入者数になるわけです。

加入がどのような要因によって増えるかといったようなことを分析したものになっており

ます。当時、これは２００６年の分析なんですけれども、地上デジタル化といったような

ことが予定されておりまして、今まで難視聴の世帯数のためにケーブルテレビといったも

のが登場して、ケーブルテレビに加入することで難視聴を解消してきたといったような状

況が見られていたんですが、地上デジタル化によってこのような状態がまた覆されていく

のでないか、もうケーブルテレビの加入需要というのは減っていくのではないのかといっ

たような問題意識というのも結構高まっておりまして、では、実際、今の時点でケーブル

テレビの加入需要を決めているのはどのような要因なのかということをきちんと整理して

おく必要があるのではないのかといったことで計測を試みました。 

 アメリカでものケーブルテレビ市場の加入について分析が行われておりまして、

Clements and Brownといった２００６年の分析を参考に、ここでは半対数関数といったも

のを推計することにより、加入に影響を与えている要因の分析を試みました。この半対数
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関数というのは、後から出てくるんですけれども、説明変数の中に難視聴の世帯数という

のがあるんですが、これがゼロとなる場合がございまして、そういたしますと、この数値

をゼロに置いてしまいますと対数関数が成立しませんので、半対数関数といったものを使

うことによって、この難視聴の世帯数に関しましては対数をとらないという、一部変数が

対数でないという関数になっていると、こういったものを半対数関数というふうに呼んで

おります。 

 具体的に、この加入需要に与える要因に関しては、難視聴の世帯数、それから地上波放

送局の数が県別レベルでどのぐらい存在しているのか、それから地域の平均所得はどのぐ

らいであるのか、それからケーブルシステムの収容能力がどのくらいであるのか、光ファ

イバー敷設状況といったものがどの程度であるのかといったような説明変数を考えまして

推計しております。 

 さらに、ケーブルテレビ会社というのが３０６社ございまして、当時２００６年のデー

タで分析しているんですけれども、その３０６社のデータをもとにした推計と４７都道府

県の県別のデータをもとにした推計というものを２通り試みております。関数形はほぼ半

対数関数で同じなんですけれども、説明変数が一部異なっております。 

 まず、ケーブルテレビ会社ごとのデータをもとにした計測結果でございますが、難視聴

世帯数に関しましては、これが増えると当然ケーブルテレビの加入数は増えるといった結

果を得ることができております。それから、地上波放送局の数、これが増えますとケーブ

ルテレビの加入需要は増えるといった結果になっております。所得弾力性ですが、これは

所得が高いほどケーブルテレビの加入にプラスの効果を与えているという結果。ケーブル

システムの収容能力、これは周波数の大きさなんですけれども、これが大きくなるとケー

ブルテレビの加入にプラスの効果があるといったような結果を得ることができております。 

 それに対しまして、県別のデータをもとにした計測結果でございますが、これに関しま

しては、アナログテレビ難視聴世帯数、これが増えますとケーブルテレビ加入数をやはり

増やす効果があるということで、この点に関しましては先ほどのケーブルテレビ会社ごと

のデータをもとにした推計結果と整合的であるということになっております。 

 地上波放送局の数の増加に関しましては、ケーブルテレビ加入数に対して負の効果を与

えているということで、地上波放送局の数が多いことでケーブルテレビの加入にはマイナ

スの効果があるという、先ほどとはちょっと逆の結果になっております。 

 ３つ目の所得の弾力性に関しましては、これは１より大きな値をとっておりまして、や
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はりこれは所得が増えますとケーブルテレビの加入需要が増えるという結果、この点に関

しましてはケーブルテレビ会社ごとの計測と整合的な結果になっていると。 

 ４つ目のブロードバンド未契約数の増加、これは県別のモデルだけに取り入れました説

明変数なんですけれども、この効果を見てみますと、未契約数の増加というのはケーブル

テレビ加入数を減らすという効果があるという結果になっております。 

 全体的にまとめますと、難視聴や所得水準に関する影響は両モデルで同じ結果となり、

難視聴、所得水準はプラスの効果を与えるということで加入需要にプラスである。それに

対しまして、地上波放送局の数に関する影響というのは両モデルで異なる結果ということ

で、この時点で判断をつけることができないといったような考察をすることができるとい

うことになっております。これが３つ目の分析でございます。 

 今現在取り組んでおりますのが、アメリカ放送産業の分析に関してのサーベイでござい

まして、アメリカでは日本よりもいち早く、１９９６年に電気通信法が改正されて成立し

ているということで、この下で放送産業で参入規制や所有規制の緩和がいち早く行われて

いることで、参入と再編に大きな動きが見られております。その結果、近年、テレビ産業、

それからラジオ産業において産業の集中度の変化が利潤率や広告に与える影響、ひいては

放送番組の水準に与える影響を分析した研究、Cunningham and Alexanderという２００４

年のものや、ラジオ産業におきましては産業の集中度と複数の市場への参入増加が広告価

格にどのような影響を与えるのかといったような、主に計量分析がラジオ産業では見られ

るんですけれども、Waldfogel and Wulfなど２００６年のものが見られております。 

 主に４本の分析に関しましてサーベイを行いまして、そこからアメリカの放送産業にお

ける特徴といったものが、何か象徴的なものが導き出されないかといったことでサーベイ

を行ってみました。テレビ産業に関しましては２本とも理論分析によるモデルで、１本は

消費者の効用を最大化したモデルになっておりまして、もう１本は差別化といったものを

導入して円環モデルというサロップというゲーム理論のモデルがあるんですけれども、そ

のサロップの円環モデルを使って番組水準の質に関して消費者がどのような選考を行うの

かといったようなことをもとにした分析になっております。ラジオ産業はいずれも計量分

析といったような形で、集中度と利潤率、広告価格などの間の関係を計量分析によって導

き出した分析といったような形です。 

 ４本ともこのように分析手法が異なるものでして、一概に比較できない部分が多くて、

集中度と利潤率、それから広告水準との関係、広告価格などの間の関係というのは完全に
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整合性もあるとも言えませんし、比較できないといった点もあるわけなんですけれども、

導き出された内容から包括的にまとめさせていただくと、集中度の上昇は比較的やはり利

潤率を上昇させる傾向が強いと言えると。その結果、広告でない放送の部分を減少させる

傾向にあり、広告の水準を下げる傾向にあるのではないのかと。また、広告価格に関して

は、わずかに押し上げる効果があるのではないのかといったようなことが非常に強く導き

出されるという形に結論づけております。 

 以上で、私が今研究させていただいております内容を併せましてお話しさせていただき

ました。どうもありがとうございました。 

【中山委員長】  ありがとうございました。率直に申しましてなかなか難解で、半分も

理解できなかったかなというふうに思うんですけれど、ただいまの御説明に関しまして、

御質問等ございましたら、せっかくの機会ですから、いかがですか。 

【加藤特別委員】  先生の貴重なお話、大変参考になり、ありがとうございました。 

 １つだけちょっと教えていただきたいんですけど、例えば民営化の効果を図る際に、技

術的な変遷もあるので、ちょうどこの１０年の間、ＩＤＳＮから例えばフレッツとかいろ

んなものもあるし、携帯の場合は例えばｉＰｈｏｎｅを１つ入れる入れないという選択だ

けでがらりと変わるということもあるので、その辺のファクターを先生のこのモデルの中

でどういうふうに考えられているのかというのを教えていただけるとありがたいんですけ

ど。 

【森特別委員】  実は１つ目の分析に関しましては、技術変数というのを非常に単純化

したトレンド変数といった形で使わせていただいておりまして、１から３０といった形で

単純化したものを使わせていただいておりまして、実はもっと改良して、いろいろ交換機

などの技術も変わっていますし、そういったものを代理変数のような形でもいいですから

何かアドホックにでもちょっと詰め込めないかなとは思っていたんですが、なかなかそこ

までちょっと行わずに次の分析を行ってしまっています。 

【加藤特別委員】  ありがとうございます。 

【中山委員長】  ほかにはいかがでございますか。 

【近藤特別委員】  先生の御講義、分からないことが多いながらも、すごい興味深く伺

いました。ありがとうございます。 

 １点、ケーブルテレビの分析のところで、地上波放送局の数によって、ケーブルテレビ

会社ごとのデータだと加入需要が増えて、県別だと減るということについての異なる結果
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について判断がつけがたいというお話だったんですが、これはここの分析をされたときの

説明変数とおっしゃるものからは分からないけれども、何か先生のほうでこういうことが

要因ではないかというような御推論というのはお持ちなんでしょうか。 

【森特別委員】  いや、何とも、結局、県別で行った場合も、このケーブルテレビ会社

ごとの場合も、一応地域ではデータが分かれているわけですから、明示的にそこの地域で

は地上波の放送局の数というのがダイレクトにきいてきていると思うんですね。なので、

どうしてそういう違いになったのかというのが、なかなかこれは。 

【近藤特別委員】  この分析からはなかなか難しいということなんですね。 

【森特別委員】  はい、なかなか。申しわけないです。 

【近藤特別委員】  分かりました。ありがとうございます。 

【中山委員長】  ほかにはいかがですか。 

 今のケーブルテレビの市場の加入需要というところですけど、先般、私は直接は関与し

ませんでしたが、ひのきと読売テレビの関係で、こちらのほうで総務大臣のほうが裁定さ

れるに当たって諮問を受けてやったわけですが、こういったような分析をやることによっ

て科学性というものを理由付けとして持ち込むことができるかなと思うんですが、こうい

うような分析をされたところで見たときに、この間の諮問結果とか何かについて、もっと

こういう観点から迫ればよかったんじゃないかとか、そういうようなところはありません

ですか。 

【森特別委員】  この前、伺った諮問結果ですね。ちょっと今の結果に関して、詳細に

ちょっと今記憶していないんですけれども、地上波放送局の数が少ないことでやはりケー

ブルテレビに関して需要はどうしても増えるかと思うので、再送信といったことも認める

べきだというふうに結論付けるべきだというふうに私のほうはいつも常々思っているわけ

なんですけれども。県単位で地上波の放送局が少ないといったような状況の場合はですね。 

【中山委員長】  ただ、お聞きしていて、この説明変数を私どものほうの議論に組み入

れることによって、さらに進化するように思いますね、判断に厚みを増すといいますか、

そうなるかなというふうに思ってお聞きしていたんですが。好き勝手なことを申し上げま

した。 

【森特別委員】  いえいえ。 

【中山委員長】  よろしゅうございますでしょうか。 

【小塚特別委員】  ２つ簡単にお聞きしたいんですが、１つは、電気通信業のほうのあ
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れについて、長期の期間をとって計測しておられるというんですが、民営化の前後でやる

んだとすると、いわゆるイベントスタディみたいなビフォーアフターでなくて、この方法

をとられたのはなぜですかということです。 

 もう一つ伺ってしまうと、今のケーブルテレビのほうですけども、会社ごとのどういう

番組を提供しているかというのをコントロールすると結果が何か変わりますでしょうか。

要するに、各ケーブルテレビ局で出しているチャンネル数とか、あるいは独自番組の有無

とか、そこをコントロールすると結果が変わるのかどうかという、この２点伺えますでし

ょうか。 

【森特別委員】  １つ目の御質問でございますけれども、ありがとうございます。これ

は民営化以前と以後ということで、実際８５年で民営化しているので、データは要するに

８６年にまず切ったものと、それから８７年から９６年までで切った２つで分析すれば、

本当は事足りるというふうに思うわけなんですけれども、実際これは計量分析でございま

して、２次近似のトランスログ型費用関数というのを使っておりまして、説明変数の数が

非常にたくさん右辺に出てくるんですね。なので、自由度を増すためにデータの数をそれ

以上にもっと上げておかないと、２０ぐらい説明変数があるので、それをもっと上回るデ

ータの数がないと望ましい結果が出てこないといったようなことから、５８年から９６年

までという長い期間を推計しているといった形になっております。それで多少、８６年か

ら９６年が入ったことでちょっと結果が変わってこないのかということで何とか見れるか

なといったような形になっております。ちょっと８６年から９６年だと非常にデータ数が

少な過ぎて推計できない形になってしまうということです。 

 ２つ目の御質問ですが、非常におもしろい御指摘をいただきましてありがとうございま

す。そういった変数を入れ込むことができればきっと結果が変わってくる可能性があるか

もしれませんので、今後検討させていただきたいと思います。きっと変わってきて、多分

おもしろくて、視聴率の高いものであればプラスに働くといったようなことで差が出てく

るかなと思います。 

【平沢委員】  私から１つお尋ねを。ケーブルテレビのこの分析に関しては、もう少し

最近のデータの研究も先生はされてらっしゃるんですか。 

【森特別委員】  すみません、ちょっとまだやっておりませんが、２００６年だけのみ

行わせていただいておりまして。 

【荒川委員長代理】  私も、最初のＮＴＴが分かれたときの効果で、９６年までという
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と、まだ携帯電話がそんなに普及してないので、それ以降どうなったのかというのがちょ

っと気になったところです。 

【森特別委員】  ただ、９９年でちょっと組織が変わっているということもありまして、

そこからまたちょっと、継続性があるのかという問題はちょっとあるんですけれども、な

かなかこの推計もデータの加工が非常に時間がかかるものでして、なかなか新しいものを

出すのに結構気力が続かない。すみません。 

【中山委員長】  時間の関係もございますが、よろしいでしょうか。少なくとも民営化

はよかったということで意思統一ができるかと思いますが。それでは、ありがとうござい

ました。 

 

＜議題（２）「電気通信紛争処理マニュアル」の改訂について【公開】＞ 

【中山委員長】  次に、議題の２に入らせていただきます。「電気通信紛争処理マニュア

ルの改訂について」であります。事務局から説明をお願いいたします。 

【佐々木紛争処理調査官】  資料２－１、２－２に基づきまして御説明させていただき

ます。電気通信紛争処理マニュアルの改訂でございます。 

 このマニュアルは、委員会の利用者の方が利用されやすいようにということで参考資料

として作っているものでございまして、内容としては３部構成になっております。手続、

過去の事例、また委員会の紹介と法令を掲載しているものでございます。これまでもホー

ムページ、印刷物により周知をしてきておりました。前回のものは２４年１１月というこ

とで、内容も追加すべきところが出てきており、また、紛争処理事案の追加と委員の方に

新たに御就任いただきましたので、これらの内容を反映させていただいているものでござ

います。 

 具体的には資料２－１のほうにございますように、紛争処理事案の追加ということで、

あっせんの３件と、答申、これは先ほどお話がありましたひのきの関係でございますけれ

ども、答申１件を追加しております。また、委員の改選につきまして、委員・特別委員の

御就任と、委員長・委員長代理の選任を反映しております。また冒頭に、新たに中山委員

長からのお言葉もいただいているところでございます。 

 以上でございます。 

【中山委員長】  今の事務局からの御説明について、御質問あるいは御意見ございまし

たらお願い申し上げます。いかがですか。 
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 マニュアルというのはインターネット上にあるわけですね。 

【佐々木紛争処理調査官】  そうです。 

【中山委員長】  ダウンロードがどのくらいされているかなんていうのはちゃんと追い

かけられてるんですか。 

【佐々木紛争処理調査官】  現在、把握していません。 

【中山委員長】  使う側から、もっとこういうふうにしてもらえばいいとかいう要望と

が来るようなシステムになっているんですか。 

【佐々木紛争処理調査官】  お使いになられた方とか、実際にこれをもとに申請書なん

か書いていただいておるんですけれども、そこで不足の点については追記をするとかして、

これを見ただけで何を書いたらいいのかということがすぐ明確になるように、日々、改善

等はさせていただいているところでございます。 

【中山委員長】  よろしゅうございますでしょうか。もっとこういうふうにしたほうが

使い勝手がいいではないかというところも考えていかなければいけない委員会ですから。

よろしゅうございますか。 

 それでは、案のとおりマニュアルの改訂を行うということで御了承いただいたというこ

とにさせていただきます。ありがとうございました。 

 

＜議題（３）平成２５年度年次報告（案）の審議【公開】＞ 

【中山委員長】   続きまして、議題３に入らせていただきます。「平成２５年度年次報

告（案）の審議」についてであります。 

 当委員会は、電気通信紛争処理委員会令第１４条及び電気通信紛争処理委員会手続規則

第３条の規定に基づき、年度終了後１箇月以内に、当該年度の紛争処理の状況について総

務大臣に報告するということになっております。本日はその報告の案について御審議いた

だきます。事務局から説明をお願いします。 

【川村参事官】  それでは御説明させていただきます。ただいま委員長からお話がござ

いましたとおり、当委員会の年次報告につきましては、政令の規定に基づきまして毎年４

月中に前年度のあっせん・仲裁をはじめといたします当委員会の活動について総務大臣に

報告することとされているものでございます。 

 それでは、資料３－２を御覧いただきたいと思います。まず２枚おめくりいただきまし

て、目次のところを御覧いただきたいと思います。年次報告につきましては、例年第Ⅰ部
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ということで委員会の運営状況、それから第Ⅱ部ということで紛争処理の状況、それから

第Ⅲ部ということで委員会のその他の活動状況等、それから資料編という形で構成されて

おります。今回も構成につきましては基本的に例年のものを踏襲するということとさせて

いただきたいと考えております。 

 続きまして、第Ⅰ部の委員会の運営状況でございます。下のページの４ページ、５ペー

ジ目を御覧いただきたいと思います。第２章委員会の開催状況というところでございます

けれども、２５年度につきましては、本日の委員会を含めまして合計で１１回委員会を開

催してございます。このうち第５期目、今期の新体制の下で既に３回開催しております。 

 続きまして、紛争処理の状況でございますが、次の６ページ目を御覧いただきたいと思

います。まず、１番のあっせん・仲裁の処理件数でございますけれども、２５年度につき

ましては、あっせん申請が１件、処理終了が３件、処理中が０件となってございます。あ

っせん終了３件のうち２件は、ケーブルテレビ事業者による地上テレビジョン放送の再放

送同意に関するものでございまして、いずれも平成２４年の９月に申請がございまして、

昨年１０月に当事者間で合意が成立し、あっせんが終了したところでございます。残りの

１件につきましては、卸電気通信役務の提供条件の見直しに関するものでございまして、

これは昨年の１０月に申請があり、本年２月に両当事者が委員会のあっせん案を受諾しま

して、あっせんが終了したところでございます。それぞれの事案の概要につきましては８

ページ目から１１ページ目に記載してございます。 

 さらに、７ページ目の審議・答申でございますけれども、これもケーブルテレビ事業者

による地上テレビジョン放送の再放送同意の裁定につきまして、昨年の１月３０日に総務

大臣から諮問がございまして、昨年６月２６日に答申を行ったものでございます。当該事

案の経過ですとか、それから両当事者の主張、答申の具体的な内容等につきましては１２

ページ以下に記載してございますので、そちらを御覧いただきたいと思います。 

 それから、最後の４番のところでございますけれども、事業者相談窓口における相談に

つきましては、今年度は１０件の相談・問い合わせを受けたところでございます。 

 続きまして、委員会のその他の活動状況でございますけれども、これは３８ページ目以

下を御覧いただきたいと思います。ここでは、委員会の場における政策担当者からのヒア

リングですとか、それから委員会の活動に関する地方における周知広報の取組といったも

のを記載してございます。 

 最後に、４５ページ目以下を御覧いただきたいと思います。これが資料編でございまし
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て、ここは委員会の概要ですとか、これまでの紛争処理の状況、それから紛争処理終了事

案の一覧のほか、５７ページ目以下で電気通信事業、放送事業の動向に関する各種データ

について掲載してございます。これにつきましては最新のデータへの更新とともに一部資

料の差し替えを行ってございます。 

 次に、今後のスケジュールでございますけれども、今度はお手元の資料の３－１を御覧

いただきたいと思います。本日お示しいたしました報告書案につきまして、４月１０日の

木曜日までに先生方から御意見をいただきまして、これを修正の上、４月中旬に再度修正

したものをお送りしたいと考えております。それで、年次報告書の最終決定につきまして

は、４月下旬に委員会を開催して行う予定でございますが、これにつきましては電子メー

ルによる持ち回りの開催とさせていただきたいと考えております。 

 以上でございます。 

【中山委員長】  ただいまの御説明に関しまして、御質問あるいは御意見ございました

ら、お願い申し上げます。 

 もっとも、事務局から今説明がありましたとおり、意見があれば４月１０日までに電子

メールでということでありますから、そこにたっぷり書き込んでいただければいいんです

けれど。よろしゅうございますでしょうか。 

 それでは、今の繰り返しになりますが、４月１０日までに電子メール等で事務局に御意

見等いただきたいと思います。年次報告案のデータを可能な限り最新なものにして、また

追加でちょうだいした意見を踏まえ、４月下旬に委員による持ち回り審議を行い、年次報

告を最終決定し、総務大臣に報告したいと思っております。 

 以上で議題３は終了いたします。 

 

＜議題（４）ＭＶＮＯの現況と課題について【公開】＞ 

【中山委員長】  お待たせいたしました。それでは、議題４の「ＭＶＮＯの現況と課題

について」でございます。本件につきましては、一般社団法人テレコムサービス協会ＭＶ

ＮＯ委員会副委員長の島上様から御説明をちょうだいすることになっております。本日は

まことにありがとうございます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

【島上副委員長】  ただいま御紹介にあずかりましたテレコムサービス協会ＭＶＮＯ委

員会で副委員長をやらせていただいております島上と申します。本日はよろしくお願いし

ます。 
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 この度このようなＭＶＮＯに関して御説明をさせていただく機会をいただきましたこと

を感謝いたします。本来ですと委員長の内藤がこちらに来て御説明をするのが筋かと思っ

ておりますが、あいにく今回、御都合が合わなかったため、代理で私のほうから御説明を

させていただきます。お手元の資料、「ＭＶＮＯの現況と課題について」という資料をもと

に御説明をさせていただきます。 

 まず、ＭＶＮＯ委員会とはどういうものかというところから御説明させていただきます

と、一般社団法人テレコムサービス協会におきまして、去年の１１月に設立されまして活

動を開始しております。 

 テーマ・目的につきましては、ＭＶＮＯに関する情報収集、業界団体としての情報収集、

調査・研究、政策・制度への提言、あるいはＭＶＮＯ事業者が交流しまして情報の交換、

共有する課題等について行政等と意見を交換し、その解決を働きかける等の活動を通じて、

モバイル市場における競争を促進し、サービスの多様化、料金の低廉化を促していくとい

うことを目的としております。 

 これまでの主な活動としましては、今年、来年度、これから始まるのは包括検証に併せ

て、我々のほうで１月にモバイルビジネス活性化に関する緊急提言というものを出させて

いただき、３月、先日ですけれども、ＭＶＮＯ２.０フォーラム、これは総務省様と共催さ

せていただいたものですが、ＭＶＮＯの事業環境の整備に関する政策提言というのを公表

させていただき、電気通信事業部長へ提出させていただいております。本日はこの提言に

書かれているような内容をもう一度補足も含めてお話をさせていただこうと、背景も含め

てお話しさせていただこうと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 ３枚目になりますけれども、まずＭＶＮＯが果たすべき役割と、我々自身がどのように

考えているかということですが、ＭＮＯ、これは既存の携帯電話のキャリアさんですが、

ＭＮＯのグループ化と寡占化の進む移動体通信市場に対しまして、多様かつ高度な通信サ

ービスを提供することで競争を活性化していきたいと。多様かつ高度な通信サービスを提

供することによって利用者の利便性を高めていく。様々なデバイスに通信機能を付加する

ことで新しい価値を創造。このようなことを通じて情報通信産業のみならず日本の産業全

体の競争力を強化していくということに寄与していきたいと我々自身を位置づけておりま

す。 

 では、このＭＶＮＯというのは何かということをもう一度おさらいをさせていただきま

すと、ＭＶＮＯ、日本語に直すと仮想移動体通信事業者ということになりますけど、既存
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の携帯電話の事業者――これはＭＮＯですね――から無線ネットワークを調達、これはす

なわち自社ではこの無線ネットワークを保有していないということになります。で、自社

ブランドのモバイルサービス、移動通信サービスを提供する電気通信事業者ということに

なります。今、総務省様の調査でＭＶＮＯの事業者数というのは昨年の１２月末時点で１

６１社ございます。 

 次のページにいきまして、ＭＶＮＯの概要②というところですけど、ＭＶＮＯの契約者

というのがどれだけいるのかということですが、上のグラフにありますように着実に毎年

毎年伸びております。昨年の１２月末の時点の調査におきましては１,３７５万弱の契約が

ＭＶＮＯの契約として存在すると。ただ一方で、同時期、昨年の１２月末で移動通信の契

約者全体――これはＭＮＯ様の契約全体ですね――が１億５,３００万ということに対し

ますと、先ほどの１,３００万というのはこれの内数になりますが、全体の９％弱がＭＶＮ

Ｏが提供しているものととらえられます。 

 ただ一方で、ＭＶＮＯの中身をよく見てみますと、ＭＶＮＯ契約数の５１％をＭＮＯで

もあるＭＶＮＯが占めると。右上の吹き出しのところに書いておりますが、グレーの部分

は、例えば同一企業グループ内のＭＮＯ同士でＭＶＮＯというのが行われておりまして、

例えばソフトバンク４Ｇ、これはソフトバンク様がＷＣＰ様のＭＶＮＯとなっている、あ

るいはＫＤＤＩ様がＷｉＭＡＸをつけてスマートフォンを出されている場合には、ＫＤＤ

Ｉ様がＵＱ様のＭＶＮＯとなりますので、そういうケースが実はＭＶＮＯの回線数の５

１％を占めているというのが内情でして、純粋にＭＮＯではなく、ＭＮＯ様から借りてサ

ービスをしている回線数がどれだけあるかといいますと、この下の水色の部分の７００万

弱、６６９万５,０００ですね、このぐらいが実際のＭＶＮＯの契約数であると。これは全

体の４.３％にすぎないというのが今の現状でございます。 

 その４.３％がどれだけのものなのかというのを６ページ目に出しておりますけれども、

海外と比べたときにＭＶＮＯというのはどのぐらいはやっているのか、シェアを持ってい

るのかというデータを、これは三菱総研様が調べたものですけれども、日本では先ほど申

し上げたように本質的なＭＶＮＯは４.３％であると。それに対しまして全世界では約２％

しかないと言われておりますが、この赤い吹き出しのところ、いわゆる先進国と言われて

いるようなところですと、大体１０％を超えるぐらいのシェアを持っておりまして、特に

ヨーロッパはドイツ、オランダなどでは１５％を超えるようなシェアを持っておりまして、

ＭＶＮＯというのはまだまだ発展の余地がある、あるいは制度が何らかの形で邪魔して制
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度の制約が解けることによってもっともっと発展するような業態ではないとかいうふうに

考えておる次第でございます。 

 ７ページ目以降で、ＭＶＮＯのサービスはどういうものなんだろうというのを御紹介さ

せていただきたいと思います。７ページ目、まず１番、これはニフティ様の「＠nifty EMOBILE 

LTE」というものです。これはＭＮＯがイー・アクセス様のものを使ってニフティ様がサー

ビスをしているもので、特徴としましてはここに書いているようなＡＸＧＰ、ＬＴＥ、３

Ｇマルチネットワーク対応、提供エリアが広い、使いやすい定額プランが２４箇月からと

いうようなことが書いてあります。これはＩＳＰが販売するＭＶＮＯのサービス。当然ニ

フティ様は無線ネットワークを持っているわけじゃありませんので、それをイー・アクセ

ス様から借りていると。ただ、通信サービスの中身としてはイー・アクセス様が提供する

ものとほぼ同内容のものであるという例です。 

 ちなみに、ニフティ様はこれだけではなくていろんなラインナップがありまして、ニフ

ティ様のある１つのメニューを御紹介しているというふうに御理解ください。 

 次の８ページ目ですと、ＮＥＣビッグローブ様のある例です。ＮＥＣビッグローブ様の

「BIGLOBE LTE・3G」というものでして、ＭＮＯはドコモ様です。特徴としましてはＳＩＭ

カードをＬＴＥ対応の端末にさして使う。端末は別途購入の必要があると。毎月１ギガ、

２ギガ、３ギガ、７ギガの料金プランがありまして、「ほぼスマホ」やタブレットとのセッ

トも用意されていると。これもＮＥＣビッグローブ様というＩＳＰが販売するＭＶＮＯサ

ービスで、ドコモのＬＴＥ、Ｘｉですね、あと３ＧのＦＯＭＡのサービスと、これとは実

は全く異なるような料金プランで提供されているようなサービスでございます。 

 次の９ページ目は、今度、日本通信様の「スマホ電話SIMフリーData」というもので、こ

れもＭＮＯはドコモ様。で、ＬＴＥ、３Ｇ、両方使います。特徴としましてはデータ通信

が無料で使える。データ通信が無料というのは、これは若干マーケティング要素が入って

いまして、スマホ電話ＳＩＭと電話を前面に出して、電話だけではなくてデータも使える

よという形だと御理解いただければいいと思います。Ｘｉ、ＦＯＭＡも使える、ＬＴＥ対

応端末でも使えると。説明としましては、先ほどのビッグローブ様のは音声がついてませ

んでしたけど、この場合には音声通話とデータ通信両方のサービスを提供されている。こ

れもまたドコモ様の、Ｘｉのメニュー、ＦＯＭＡのメニューとは違った料金プランでサー

ビスを提供されているようなものです。 

 次、１０ページ目にありますのが、こちらはＩＩＪがやっております「IIJモバイルM2M
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アクセスサービス」というもの。これもＭＮＯはドコモ様になります。特徴としましては、

Ｍ２Ｍに特化したようなアクセスサービスとして提供されているもので、例えば夜間のみ

通信可能ですとか低速通信というのが用意されている。１回線当たり月額３００円という

非常に安い値段から出されているようなものです。先ほどの３つのプランはどれもどちら

かというとコンシューマー向けのものでしたけど、これは法人向けのＭＶＮＯサービスで、

Ｍ２Ｍという用途に特化させたようなプランになっていると。大規模なＭ２Ｍの構築にお

いてコストの大幅な削減が可能であるというものです。 

 １１ページ、ＭＶＮＯの業態とありますが、このようにＭＶＮＯと一言で言っても、い

ろいろな種類、分類が、提供形態があります。総務省様のほうで毎年、電気通信事業分野

における競争状況の評価、これは２０１２年度のときにこのような分類がされております。

５通りです。１番が販売チャネル型。これはＭＮＯと基本的に同じ内容をＩＳＰ、あるい

は家電量販店が独自の販売チャネル、独自のブランドで売られているもの。これが先ほど

申し上げたニフティ様の「EMOBILE LTE」というサービスがまさにこれに当たるようなイメ

ージです。２番目が新プラン型というもので、ＭＮＯとは異なるプラン、速度が低い、あ

るいは料金が安い、あるいは月ごとにプラン変更が可能だとか、そのようなモデルで提供

されているもの、これが具体的には先ほどのＮＥＣビッグローブ様、あるいは日本通信様

のサービスがこのような分類に当たります。あとはセット販売型、これは固定ブロードバ

ンド回線等とセットで販売するようなモデルですけど、これはちょっと出していませんけ

どケイ・オプティコム様にそのようなメニューがございます。あとアプリ型というところ

で、通信というものを前面に出さずに何かアプリケーションを提供する、その裏に通信が

使われているようなモデルがあります。これは例としてセコム様の「ココセコム」という

サービスを出しておりますけど、あるいは通信機能内蔵のカーナビのサービスなんかもこ

のようなものとして分類されるものと思います。最後は法人サービスというもので、Ｍ２

Ｍ、企業向けのＬＡＮへのアクセス回線等として利用される。これは先ほどのＩＩＪの「IIJ

モバイルM2Mアクセスサービス」がこのような感じであろうと。というような多彩なサービ

スがあります。 

 次に、ＭＮＯとＭＶＮＯの関係性という観点でＭＶＮＯを整理してみますと、以下の３

つに分けられるのではないかと考えております。１つが冒頭でもちょっと御紹介したＭＮ

ＯでもあるＭＶＮＯ。よく企業グループの中でＭＮＯ同士において片方がもう片方のＭＶ

ＮＯになることによって移動通信ネットワークを共用しているにすぎないというモデル。
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先ほどのソフトバンク様とＷＣＰ様の関係、あるいはＫＤＤＩ様とＵＱ様の関係というの

がそれに当たるであろうと。２つ目がＭＮＯの通信サービスを卸売りするＭＶＮＯ。それ

もほぼ同内容のものをブランドを付け替えて独自で販売される。販売チャネル型とかセッ

ト販売型と言われるケースです。３つ目が独自の通信サービスを提供するＭＶＮＯ。ＭＮ

Ｏの通信インフラを活用して接続あるいは卸という形で仕入れて、ＭＮＯ様と異なった形

でサービスを提供する例。これが新プラン型とか、先ほどの法人サービス型と言われるも

のだと考えています。 

 ＭＶＮＯといっても上記の１と２、３は切り離して議論する必要があるであろうと。特

に１は純粋なＭＶＮＯではなく、既にＭＮＯの領域に入りますので、ＭＶＮＯ委員会とし

て今取り組んでおりますのは、主に２、３のＭＶＮＯの立場で検討、あるいは意見を申し

上げているというものでございます。 

 次、１３ページ目にＭＮＯとＭＶＮＯの関係性を書いておりますが、少なくともバーチ

ャルである以上、ＭＶＮＯはＭＮＯなくしては存在ができないと。ＭＶＮＯは多かれ少な

かれＭＮＯに必ず何らかの形で依存はしております。ただ一方で、ＭＮＯに完全に依存す

るだけのＭＶＮＯでは冒頭で申し上げた我々が果たすべき役割というものは果たせないで

あろうと考えておりまして、ＭＮＯの持つ機能のアンバンドル、機能を我々に開放してい

ただくことによってＭＶＮＯの利用促進、事業の自由度が高まって競争が活発になってい

くのではないかと考えております。 

 それを図にあらわしたのが下の図で、特に左から右へ向かって自由度が増していくとい

うイメージで、一番左側のＭＮＯのサービスを再販しているという意味では、ブランドを

替えて販売チャネルとして機能しているだけですので、ＭＮＯ様にフルにサービスとして

は依存をしていると。それをデータの帯域幅で課金していただいて我々のほうでそれを工

夫して料金プランを作る。それがレイヤ３から例えばレイヤ２に接続が変わっていく、そ

れによってまた付加価値を少しつけられる。次に例えば、今、日本通信様がＮＴＴドコモ

様にＨＬＲの開放というのを申し込んでおりますけど、それをすることによってまた違っ

た機能がＭＶＮＯ側で作れるようになると。そのようにＭＮＯ様の機能を開放していただ

くことによってＭＶＮＯの自由度が増していく、それによってＭＶＮＯでできるサービス

の幅が広がっていくというふうにとらえていただければよろしいかと思っております。 

 そういう背景の下で、１４ページ目にありますようにＭＶＮＯの事業環境の改善に関す

る政策提言というのを出させていただいております。そこで挙げた９項目、こういうこと
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に関して検討をお願いしたいというもので、そのうち６点が制度そのものに対する課題で、

データ接続料算定基礎の見直し、二種指定設備制度の見直し、アンバンドルの拡充、電気

通信番号の割当、ＳＩＭロック解除の推進、ＭＮＯによる販売奨励金慣行の見直しという

ようなものが挙げられます。また、ＭＶＮＯ事業の自由度を高めるための課題、これはど

ちらかというと我々がキャリアさんときちんと議論していかなきゃいけないところにはな

りますが、ＭＮＯの回線利用開始処理のインターフェース、これはシステム連携になると

ころですね。あと、卸電気通信役務に関するお話と、ＭＮＯのネットワーク性能・品質の

ＭＶＮＯへの開示というものを列挙させていただいております。 

 それをもう少し詳しく御説明したのが１５ページ目にあるもので、先ほどは制度の話と

それ以外の話に分けておりましたけど、１５ページ目に関しましては、すぐにでも対応が

必要であると考えているものと包括検証でいろいろと議論いただきたいと、議論すべきで

あると提言されたもので分かれております。速やかな対応は、１番のモバイルデータ接続

料の算定基礎の件。２番目がＭＮＯの回線利用開始処理のインターフェース。２番目のほ

うは我々がＭＮＯさんとお話をしていくということになりますけど、そのあと７項目を包

括検証に向けた政策課題として挙げさせていただいたという次第でございます。 

 ちょっと早口で恐縮ですけど、以上で御説明を終わらせていただきます。どうもありが

とうございました。 

【中山委員長】  ありがとうございました。それでは、ただいまの島上副委員長の説明

に関しまして、御質問等ございましたらお願いいたします。 

【荒川委員長代理】  ＭＶＮＯのシェアが海外では日本より非常に高いということです

けれど、先ほど提案されましたいろいろな要求項目で、具体的にどういうものが海外では

実際に行われているのでしょうか。 

【島上副委員長】  海外でそもそもシェアが高い１つの理由としましては、もともと日

本は第二世代の移動通信のころに日本の独自の標準でつくっていた時代があります。ＰＤ

Ｃと言われる規格で作っておりまして、それがヨーロッパではＧＳＭという規格で、今の

ＳＩＭカードの仕組みですね。あの仕組みがもともと昔からあるんですね。端末と通信の

ＳＩＭを割と分離した形で産業構造ができ上がっていたというのが１つありまして、その

あたりからヨーロッパのほうでＭＶＮＯというのがやっているという、その１つの背景と

いうのがあるように考えております。 

 なので、必ずしも我々が今回検討をお願いしているようなものが海外で全て行われてい
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るかという話では、ちょっと私、今即答はしかねますが、移動通信の技術的なところの生

い立ちが若干違うというのはあるかと思います。 

 第三世代に入りましてＷ－ＣＤＭＡという規格で世界中かなり統一はされてきておりま

して、ＮＴＴドコモ様、あるいはソフトバンク様はそのＷ－ＣＤＭＡの規格に基づいてや

られていて、ヨーロッパあるいはアメリカとローミングも簡単にできるようになり、先ほ

どの端末と通信サービスの分離というのもやりやすくなってきて、そういう中で出てきて

いる話であると理解しております。 

【荒川委員長代理】  ありがとうございました。 

【中山委員長】  ほかにはいかがでしょうか。 

【若林（亜）特別委員】  このＭＶＮＯというサービス自体の消費者への浸透のために、

委員会としては何か今後新しい方針とかを立てていらっしゃるんでしょうか。というのは、

この前の競争評価にもありましたようにＭＮＯ三社の協調的な関係というのが若干問題も

あり得るというような形の指摘があって、それを多分崩すのがＭＶＮＯさんに期待される

ところだと思うんですけれども、それの障害として、ここで挙げられたような制度的なも

のというのはもちろんあるんですが、やはり消費者の認知度というのがどうなんだろうか

というようなことが、こういうものがあって非常にいいサービスで、かつお値段も安いと

いうようなことがもっと浸透すれば、もう少しまた変わってくるのかなという印象を持っ

ているんですけれども、その点はいかがでしょうかということをお聞きしたい。 

【島上副委員長】  ＭＶＮＯという言葉も含めてなんですけど、まだまだ一般の方々に

対する認知というのはとても高いとは言えないと考えております。今、個社別の対応には

なりますが、テレビコマーシャルですとか電車広告等で各社が努力している部分があって、

あとはマスコミの皆さんからも非常にいろいろと取り上げていただいて、ＭＶＮＯ、格安

ＳＩＭとかいう言葉を使われたり、格安スマホとかいう言葉が使われていたりして、少し

ずつ確かに認知度は上がってはいると考えております。そのあたりの、個社別の対応だけ

でなくて業界としてＭＶＮＯをもうちょっと理解していただくための何らかの努力をしな

ければならんというのは委員会のほうでも議論にはなっておりまして、まだ具体的にこう

こうこういうことをやっていこうというところまでは至っておりませんが、そういうもの

は取り組む課題としては認識しております。 

 一部、先日のＭＶＮＯ２.０フォーラムで総務省さんと共催させていただいたところでも、

ＭＶＮＯの浸透、認知度向上という意味でマスコットを作ってみたりですとかキャラクタ
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ーを作ってみたり、あるいは、もしかするとＭＶＮＯという言葉自体を変えたほうがいい

んじゃないかという議論も含めてやっておりますが、具体的にどうこうというところまで

はまだ落とし込めてはいません。 

【中山委員長】  ほかにはいかがですか。 

【加藤特別委員】  １つ教えていただきたいんですけれども、ＭＶＮＯの増え方なんで

すけれども、２０１２年、１３年あたり、５ページの資料なんですけれども、４,０００と

かそういう単位で増えていたんですけれども、最近ですと１,０００プラスアルファぐらい

の感じになっていますが、これはそもそも、私の理解では本当はタイプ３が一番ＭＶＮＯ

に適しているという感じに、サービス独立に考えて何らかの提案をするというのは、多分

一番これに合っているようなイメージがあるんですけれども、そもそも増えない理由とい

うのは政策面での課題なのか、あるいは、そもそもサービス自体はほとんど考えられてい

て、あまり新しいものが出てこないという、どんな、直感的な、その辺のフィーリングが

もしあれば教えていただきたいんですけれども。 

【島上副委員長】  まずはＭＶＮＯの契約数の推移というところが、ＭＮＯでもあるＭ

ＶＮＯとＭＮＯ以外のＭＶＮＯというのは分かれているのが１３年９末からしか分かれて

ないんですけど、その前は総務省様でもデータがないんですね。なので、何が伸びていた

のかって実は分からないんです。これはちょっと推測でしか物が言えないんですけど、例

えばＫＤＤＩ様がＵＱ様のものをつけてプラスＷｉＭＡＸって売ったというのは、もうち

ょい前の時期なんですね。そう考えると、そもそも我々のような独自サービス型のＭＶＮ

Ｏが今どれだけ増えているのかというのは正直まだデータとしてあまり持っていないとい

うのが実態でございます。 

 今の伸びがどうなのかという観点におきましては、我々コンシューマー向けは２年前か

ら、私はＩＩＪの社員なのでＩＩＪの立場でちょっとお話しさせていただくと、２年前か

らやっている。その前からドコモ様のいわゆる接続型で独自サービスをやっていたのが、

日本通信様、ＩＩＪでやっていたのが、２００８年ごろから立ち上がっていて、そこから

今までの伸びがどれだけのものかというのはちょっと評価は難しいと思っています。コン

シューマーに対して知名度が少し上がり始めてきたのは、本当にこの１年ないしは２年と

いう時期だというふうに見ておりまして、スマートフォンがはやり、そこにスマートフォ

ンのＳＩＭを付け替えて安いサービスが出てくるよというのがようやくイノベーターです

ね。で、アーリーアダプターに本当にいったかいかないか、まだいってないんじゃないか
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というふうなものが今の状態だと思っております。 

 今、その先に行こうとしたときにはまだまだいろいろ障害がありまして、携帯電話の長

い歴史がある中で、本人性の確認ですとか、過去のいろいろなものからできている制度も

ありますし、あとは販売網のお話ですとか、細かい、障害ではないんですが、我々として

乗り越えていかなきゃいけないハードルというのはまだまだありまして、知名度の話と

我々のできる利便性のようなもの、さらにはＭＮＯ様にないようなものを作るための自由

度、必ずしも全部制度の問題によって我々のサービスが発展していないとは申し上げませ

んけど、いろいろな要因の中、一つ一つをほぐしていく必要があると考えております。 

【加藤特別委員】  規制が多過ぎるというイメージなんですか。 

【島上副委員長】  規制が多過ぎるということではないかなと考えています。ただ、規

制にもやっぱり裏がありますので、その裏をきちんと解きほぐしながら、やはりＭＮＯさ

んは非常に巨大な会社さんで、ＭＶＮＯはそれと比べれば規模としては非常に小さいので、

そういう中でいかにしてお客様にも利便性の高いものを提供できるかというあたり、ＭＮ

Ｏさんという大規模な会社を前提とされて作られてきた仕組みを変えるのか、あるいは違

ったやり方をやるのか、そのあたりはまだまだやらなきゃいけないことがあるかなと考え

ています。 

【加藤特別委員】  大変重要な役割で、是非よろしくお願いします。 

【中山委員長】  ほかにはいかがでございますか。 

【平沢委員】  ６ページを拝見しますと、日本の伸び率が、２０１２年と２０１３年と

１年間にざっと１.５倍ぐらいのパーセントの伸び率だと思いますが、この伸び率の一番の

原因はやはり先ほどおっしゃっておられたように、周知と認知性が高まったというあたり

が一番大きいのではないかという感触を持ってらっしゃるんでしょうか。 

【島上副委員長】  そこは必ずしもそうではないかもしれません。我々自身も今ＭＶＮ

Ｏの回線数が増えているものがどのプランで増えているのか正確には押さえていませんの

で、それがコンシューマーなのか法人なのか、そういった観点で、ただ、本質的なＭＶＮ

Ｏですね、ＭＮＯではないＭＶＮＯというものが活性化しているという意味では直近の数

年でありますので、そこで伸びが大きくなっているというふうには考えています。 

【平沢委員】  そうすると、どんなサービスが伸びているのかというところはまだ内部

でまとまってデータとして把握されているところまではいってないということですね。 

【島上副委員長】  そこまでは、データとしては持っていません。 
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【中山委員長】  ほかにはいかがでしょうか。 

【白井特別委員】  ６枚目の海外との比較の話なんですが、ここの注にありますように

日本のシェアはＭＮＯでもあるＭＶＮＯを除外しているということで、前ページで半分ぐ

らいがそれがあるという話なんですが、海外のほうではどういう形になっているかという

のが分かるんでしょうか。 

【島上副委員長】  すみません、そこは三菱総研様に確認してみないと分からないです。 

【白井特別委員】  そうですか。そうすると、例えばこの北米１０％というのは、ひょ

っとしたら両方入っているかもしれないということですね。 

【島上副委員長】  スプリントの子会社は入っています。一部入っている。だから、入

っていないとは言い切れないという感じですかね。アメリカに関しては入っている例があ

るということでした。 

【中山委員長】  むしろ私どものほうから言うと、ＭＮＯ傘下のＭＶＮＯがどのくらい

の率あるんだろうなということを世界的に見たほうが、これをどう分析すべきかという、

そこにつながっていくのかなと思うんですけどね。 

 あと、ＭＶＮＯ委員会というのは、そうするとＭＮＯ傘下のＭＶＮＯは入っていないん

でしょうか。 

【島上副委員長】  入ってないですね。今、傘下、まあ、グループ内という観点ですと、

一番大きいのはグループ内利用になりますので、ＫＤＤＩ様とＵＱ様ですとか、ＷＣＰ様

とイー・アクセス様、ソフトバンク様、ソフトバンクグループの中、あるいはＫＤＤＩグ

ループの中というところで、その２グループに関しましては、ＭＶＮＯ委員会がテレサ協

の中に作られておりますので、ソフトバンクグループ、ＫＤＤＩグループは入っておりま

せん。あとはＮＴＴグループですと、大手のＭＶＮＯとしてはＮＴＴコミュニケーション

ズ様がいらっしゃいますが、今ここで出しているのはあくまでもＭＮＯでもあるＭＶＮＯ

なので、ＮＴＴコム様の場合はＭＮＯでありませんので、これはＭＮＯ以外のＭＶＮＯの

ほうに入っております。ＮＴＴコミュニケーションズ様も今、テレサ協会員ではございま

せんので、ＭＶＮＯ委員会のほうには参加されてはおりません。 

【中山委員長】  よろしゅうございますでしょうか。 

【小塚特別委員】  機能のアンバンドルを進めていって、そこに新しいビジネスを成立

させたいという、そういう一般的なお考え、非常によく分かるんですが、具体的に既存の

ＭＮＯのどの機能がアンバンドルされていくということをお考えですかというのが大きな



 -27-

質問で、これ自体もお答えいただける範囲でお答えいただきたいんですが、具体的なこと

を２つお聞きすると、１つは政策提言のあたりで、あるいは１３ページとか１５ページで

書いてあるレイヤ２接続機能というのが出てきますが、ちょっとこれはどういうものか説

明していただきたいということと、もう一つの具体的な御質問は、他方でスカイプとかフ

ェイスタイムとかアプリケーションとしてこういう通信機能を出すという、ある意味では

究極的なアンバンドルとも言えるんですが、そういう事業者との関係ではＭＶＮＯさんは

どういう立ち位置をおとりになるという見込みなのですかという、これがもう一つ落とし

た質問ということです。 

【島上副委員長】  １点目に関して、アンバンドルの機能として今具体的な話として出

ているのはＨＬＲのところでして、これは日本通信様がドコモ様に申し入れという形でや

っております。それによって、今我々と基本的にはＳＩＭカードをＭＮＯさんから借りて

サービスをするといったところが自社でＳＩＭカードを発行できるような形になると。そ

れによっていろいろ自由度が高まるというところでＨＬＲ開放という話が今出ておるとこ

ろです。 

 レイヤ２接続と申しますのは、今特に先ほどの独自サービスを展開しているというとこ

ろは、ほとんどがＭＮＯ様から一本一本回線を仕入れるのではなくて、データ通信の帯域

をまとめて仕入れるということをやっております。そのときに最後の終端の機械を持つか

持たないかというのがＬ２かＬ３かの違いなんですね。持たないと接続自体に付加価値が

あまりつけられないと。Ｌ２ですと終端装置を我々のほうで持ちまして、例えばスピード

を絞るですとかその辺が非常にやりやすくなると。あるいは、ある程度の量まで通信した

らそれを切ってしまうですとか、そういう制御が非常にやりやすいといったところですね。

そのような仕組みのコンポーネントというのは、３ＧＰＰという規格で全部インターフェ

ースを切っておりまして、その切りやすいところのインターフェースで出してくれと。な

ので、例えば先ほどのＨＬＲでも、ＨＬＲというこういう機能で、それらとほかの設備が

どういうふうにつながるんだというのは、基本的には全部インターフェースが切られてお

りますので、その切れるところのインターフェースでいろいろなことを開放していただく

と、その部分の機能をＭＶＮＯ側で持って、それを工夫してＭＮＯ様がやってないような

サービスもできるようになると。逆に言うと、その機能が全部ＭＮＯ様側にあると、こう

いうことをやりたいのでこういうことをやってくれとお願いして、ＭＮＯ様がイエスと言

わないとそれができないという形になります。 



 -28-

 最後のアプリケーションという観点におきましては、今、独自サービスが、データ通信、

インターネットに接続を提供するというのがほとんどになっておりますので、先ほど御指

摘のあったスカイプですとか、あのあたりはインターネット上のアプリケーションになり

ますので、それに向けて、よく言う土管を提供すると。その土管が安い土管なのかといっ

たところでやっております。 

 一方で、そういうアプリケーションまで全部ひっくるめてサービスをされているＭＶＮ

Ｏさんというのもいらっしゃいます。それは先ほどのアプリケーション型というもので、

ホームセキュリティの「ココセコム」さん、いろんなセキュリティを提供するような「コ

コセコム」さんですとか、カーナビを利用したいろいろな付加価値のサービスを通信を使

って提供するようなアプリという形で、そういうことを生業としているようなＭＶＮＯさ

んもいらっしゃるという形だととらえています。 

【中山委員長】  よろしゅうございますか。 

【加藤特別委員】  すみません、今質問が出たので便乗して申しわけないんですけど、

Ｌ２でプリミティブなところでやりやすいという話なんですけれども、ちなみに今どのレ

ベルで情報を提供しているんですか。ＩＰレベルなのか、それともレイヤのレベルなのか。 

【島上副委員長】  もう一度おっしゃっていただけますか。 

【加藤特別委員】  Ｌ２で、レイヤ２であればもっとやりやすいというふうなお話です

よね。 

【島上副委員長】  はい。 

【加藤特別委員】  ちなみに、今はどのレイヤで提供されているんですか。 

【島上副委員長】  今、多くはＬ２でやられている事業者さんが……。 

【加藤特別委員】  もう既にＬ２になっているわけですか。 

【島上副委員長】  Ｌ２まではいってません。 

【加藤特別委員】  別にＩＰレベルとかそういう話ではないですね。 

【島上副委員長】  ＩＰレベル？ 

【加藤特別委員】  ＭＮＯ側から提供するインターフェースの部分なんですけれども。 

【島上副委員長】  今はＬ２も提供されています、ドコモ様からは。全てのＭＮＯ様が

Ｌ２を提供しているというわけではありません。 

【中山委員長】  よろしゅうございますか。ありがとうございました。それでは、島上

さんはここでご退席となります。お忙しいところありがとうございました。 
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【島上副委員長】  どうもありがとうございました。 

 

（一般社団法人テレコムサービス協会ＭＶＮＯ委員会退室） 

 

＜その他【公開】＞ 

【中山委員長】  以上で、予定した議題は全て終了いたしました。 

 ただ、前回議題３で佐々木調査官のほうから、事業者間協議の状況としていろいろ御説

明いただきましたけれども、その際、時間の関係で、委員、特別委員から意見、あるいは

御質問があれば次回にさせていただきますというふうにお話ししましたので、この機会に、

きっとまだ明確な記憶はお持ちだと思いますので、何か御質問等あればいかがでしょうか。

よろしゅうございますか。それでは、一応機会はちゃんとお与えしたということでよろし

ゅうございますね。 

 それでは、そのほか事務局から何かありますでしょうか。 

【大谷上席調査専門官】  次回の委員会の日程につきましては別途調整し、決まり次第

御連絡申し上げますので、よろしくお願いいたします。 

 また、前回の委員会では東日本電信電話株式会社から、今回は一般社団法人テレコムサ

ービス協会からそれぞれ説明を受けましたが、次回以降、御関心のテーマやそのほか委員

会の運営につきまして御意見、御要望等がございましたら、遠慮なく事務局にお伝えいた

だければと存じます。よろしくお願いいたします。 

 それから、本日お配りした資料は大部にわたっておりますので、お持ち帰りが大変かと

思います。その場に置いておいていただければ後日事務局から郵送させていただきますの

で、よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

 

＜閉会【公開】＞ 

【中山委員長】  それではありがとうございました。これで終了させていただきます。 

-以上- 


